
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 9¶773¶533¶025 291¶262¶363 26¶650¶733 10¶038¶144¶655 2¶968¶113¶163 486¶278¶065 ` ` ` 7¶070¶031¶492

構 築 物 347¶186¶559 133¶574¶821 2¶072¶150 478¶689¶230 158¶873¶054 18¶458¶540 ` ` ` 319¶816¶176

工 具 器 具 備 品 282¶432¶503 307¶851¶843 78¶281¶877 512¶002¶469 199¶068¶854 11¶402¶491 ` ` ` 312¶933¶615

] 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

（単位：円）

貸借対照表計上額
（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

\ 投資有価証券及び有価証券

満期保有目的の債券 200¶466¶499 200¶500¶000 � 33¶501

] 現金及び預金 2¶983¶214¶682 2¶983¶214¶682 `

^ 未払金 (2¶033¶877¶597) (2¶033¶877¶597) `

(＊１) 負債に計上されるものについては、（ ）で示している。

４．重要な債務負担行為
当事業年度に契約を締結し、翌期以降に支払いが発生する重要なものは以下のとおりである。

（単位：円）

契 約 内 容
翌 期 以 降 支 払 金 額

一 年 以 内 一 年 超

学生寄宿舎新営工事 184¶144¶800 `

合 計 184¶144¶800 `
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なお、一部運営費交付金により財源措置がなされていない分については、教職員の退職給付に備
えるため、期末要支給額にて引当金を計上している。
また、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、国立大学法
人会計基準第35に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上してい
る。
６．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的債券
償却原価法（定額法）を採用している。

７．徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準
将来の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権につ
いては個別の債権の回収可能性を検討して、回収不能見込額を計上している。
８．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借料取引の機会費用の計算方法
近隣の賃借料を参考に計算している。

] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の期末日利回りを参考に1•395％で計算している。

９．リース取引の会計処理
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。
10．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。

注記事項
１．貸借対照表関係
運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 259¶527¶253円
運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額 3¶562¶955¶665円

２．キャッシュ・フロー計算書関係
\ 資金の期末残高の貸借対照表科目の内訳

現金及び預金 2¶983¶214¶682円

G G G G G G G資金期末残高 2¶983¶214¶682円

á á á á á á á] 重要な非資金取引
{現物寄附による資産の取得 36¶927¶378円
|ファイナンス・リースによる資産の取得 320¶544¶000円

３．金融商品の時価等に関する注記
\ 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定している。
資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に基
づき、公債のみを保有しており株式等は保有していない。

(注１) 金融商品の時価の算定方法
\ 投資有価証券及び有価証券
これらの時価については、取引金融機関から提示された価格によっている。

] 現金及び預金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によって
いる。

^ 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によって
いる。

（追加情報）
当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号平成20年３月10日）及び「金
融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号平成20年３月10日）を適用
している。
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